
ベ
ス
ト
の
選
択
は

増
税
の
見
送
り
だ
が

─
─
日
本
の
財
政
問
題
を
ど
う
と
ら

え
て
い
る
か
、
あ
ら
た
め
て
考
え
方

を
整
理
し
て
い
た
だ
き
た
い

　

今
年
の
５
月
、
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
の

ジ
ャ
パ
ン
ソ
サ
エ
テ
ィ
で
プ
リ
ン
ス

ト
ン
大
学
の
ク
リ
ス
ト
フ
ァ
ー
・
シ

ム
ズ
教
授
と
対
談
し
た
。
シ
ム
ズ
教

授
が
政
策
論
と
し
て
述
べ
た
こ
と
は

非
常
に
明
快
で
、
一
つ
は
、
デ
フ
レ

が
克
服
さ
れ
る
ま
で
は
デ
フ
レ
的
政

策
は
と
る
な
と
い
う
こ
と
。
つ
ま
り
、

増
税
や
財
政
緊
縮
は
行
う
な
と
い
う

こ
と
だ
。
も
う
一
つ
は
、
日
本
の
財

政
赤
字
の
規
模
は
巷
間
い
わ
れ
て
い

る
ほ
ど
大
き
く
は
な
く
、
財
政
再
建

は
し
な
け
れ
ば
い
け
な
い
が
、
そ
こ

は
時
間
を
か
け
て
手
順
を
踏
む
べ
き

だ
と
い
う
主
張
で
あ
る
。
債
務
の
大

き
さ
を
グ
ロ
ス
で
な
く
ネ
ッ
ト
で
み

る
べ
き
と
い
う
話
で
あ
り
、
さ
ら
に

い
え
ば
日
銀
が
大
量
の
国
債
を
保
有

し
て
い
る
こ
と
も
考
慮
す
る
必
要
が

あ
る
。
こ
う
し
た
考
え
方
に
対
し
て

異
論
が
あ
る
こ
と
は
承
知
し
て
い
る

が
、
単
純
に
「
政
府
の
総
債
務
残
高

は
約
１
３
０
０
兆
円
」
と
い
う
グ
ロ

ス
の
数
字
だ
け
を
取
り
上
げ
て
問
題

視
す
る
の
は
間
違
っ
て
い
る
。

　

そ
れ
に
先
立
つ
３
月
14
日
に
は
、

経
済
財
政
諮
問
会
議
に
お
い
て
コ
ロ

ン
ビ
ア
大
学
の
ジ
ョ
セ
フ
・
ス
テ
ィ

グ
リ
ッ
ツ
教
授
が
同
様
の
趣
旨
の
発

言
を
行
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
日

本
の
政
府
債
務
に
は
多
く
の
人
が
懸

念
を
抱
い
て
お
り
、
た
し
か
に
金
利

が
大
幅
に
上
昇
す
れ
ば
政
府
は
問
題

に
直
面
す
る
か
も
し
れ
な
い
が
、
政

府
債
務
を
低
下
さ
せ
る
た
め
に
消
費

税
を
上
げ
る
こ
と
は
逆
効
果
で
あ
る

と
の
内
容
だ
。

　

私
も
こ
の
二
人
の
意
見
が
基
本
だ

と
思
う
。
け
っ
し
て
特
別
な
話
で
は

な
く
、
い
ず
れ
も
経
済
学
的
に
み
て

自
然
な
考
え
方
で
あ
ろ
う
。

─
─
自
民
党
は
10
月
の
総
選
挙
に
お

政
府
与
党
が
２
０
１
９
年
₁₀
月
の
消
費
税
率
引
上
げ
と
増
収
分
の
使
途
変
更
を
打
ち
出
し
た
こ

と
は
セ
カ
ン
ド
ベ
ス
ト
の
政
治
判
断
と
し
て
理
解
で
き
る
。
財
政
健
全
化
の
必
要
性
は
引
き
続

き
変
わ
り
は
な
い
が
、
デ
フ
レ
を
克
服
す
る
ま
で
は
増
税
や
財
政
緊
縮
は
行
う
べ
き
で
な
い
と

い
う
こ
と
が
基
本
的
な
考
え
方
で
あ
る
。
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
も
と
で
経
済
・
財
政
の
構
造
変
革

を
推
し
進
め
、
と
く
に
民
間
活
力
を
引
き
出
す
取
組
み
が
求
め
ら
れ
る
。
第
４
次
産
業
革
命
を

担
う
Ｉ
Ｔ
人
材
の
育
成
に
向
け
て
、
リ
カ
レ
ン
ト
教
育
の
推
進
に
も
期
待
し
て
い
る
。
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み
ず
ほ
構
造
改
革
の
〝
衝
撃
〞

　

「
１
・
９
万
人
、
１
０
０
拠
点
削
減
」
│
│
み

ず
ほ
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
（
Ｆ
Ｇ
）
の
佐

藤
康
博
社
長
が
11
月
13
日
の
中
間
決
算
発
表
で
、

業
界
の
み
な
ら
ず
社
会
に
も
衝
撃
を
与
え
た
抜
本

的
な
構
造
改
革
へ
の
取
組
み
を
発
表
し
た
。
メ
ガ

バ
ン
ク
の
構
造
改
革
を
巡
っ
て
は
、
決
算
発
表
前

か
ら
報
道
各
社
が
派
手
な
ス
ク
ー
プ
合
戦
を
展
開
。

し
か
し
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
Ｆ
Ｇ
と
三
井
住
友
Ｆ
Ｇ
か

ら
は
新
た
な
発
表
が
な
か
っ
た
た
め
、
み
ず
ほ
Ｆ

Ｇ
の
踏
込
み
具
合
が
際
立
つ
結
果
と
な
っ
た
。

　

そ
も
そ
も
み
ず
ほ
Ｆ
Ｇ
は
、
業
務
粗
利
益
に
対

す
る
経
費
の
比
率
（
経
費
率
）
が
、
足
も
と
で
70

％
台
前
半
に
高
止
ま
り
し
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
Ｆ
Ｇ

（
60
％
台
前
半
）
や
三
井
住
友
Ｆ
Ｇ
（
50
％
台
半

ば
）
よ
り
も
見
劣
り
す
る
。
来
年
度
を
最
終
年
度

と
す
る
中
期
経
営
計
画
で
は
、
経
費
率
を
２
０
１

８
年
度
に
60
％
程
度
ま
で
引
き
下
げ
る
計
画
だ
が
、

ト
ッ
プ
ラ
イ
ン
の
引
上
げ
は
競
争
の
激
化
や
マ
イ

ナ
ス
金
利
政
策
下
で
困
難
を
極
め
、
昨
年
度
（
16

年
度
）
決
算
で
も
銀
行
の
収
益
力
低
下
が
み
て
と

れ
た
。
さ
ら
に
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
の
進
展
で
、

「
伝
統
的
な
銀
行
業
が
侵
食
さ
れ
る
」（
佐
藤
社

長
）
ほ
ど
金
融
環
境
が
大
き
く
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。

　

そ
こ
で
、
今
年
４
月
に
佐
藤
社
長
を
ト
ッ
プ
と

す
る
「
構
造
改
革
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
」
を
発
足
。

検
討
を
重
ね
、
13
日
の
決
算
発
表
に
合
わ
せ
て

「
①
組
織
・
人
員
の
最
適
化
」「
②
チ
ャ
ネ
ル
の

再
構
築
」「
③
シ
ス
テ
ム
構
造
改
革
」「
④
稼
ぐ
力

の
強
化
」
の
四
つ
を
打
ち
出
し
た
。

　

①
に
つ
い
て
は
、
人
員
の
ス
リ
ム
化
や
フ
ロ
ン

ト
へ
の
人
員
配
置
の
強
化
、
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用

に
よ
る
業
務
プ
ロ
セ
ス
改
革
・
業
務
量
削
減
の
実

行
を
目
指
す
。
な
か
で
も
目
玉
は
、
26
年
度
末
ま

で
に
従
業
員
を
７
・
９
万
人
か
ら
６
万
人
に
実
数

で
削
減
す
る
と
い
う
計
画
だ
。

　

②
は
、
国
内
拠
点
の
統
廃
合
・
共
同
店
舗
化
や
、

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
活
用
に
よ
る
対
面
・
非
対
面
チ
ャ

ネ
ル
の
構
築
と
顧
客
利
便
性
の
向
上
を
図
る
も
の
。

こ
こ
で
も
目
玉
と
な
る
の
が
、
24
年
度
末
ま
で
に

国
内
拠
点
を
５
０
０
拠
点
か
ら
４
０
０
拠
点
に
削

減
す
る
と
い
う
計
画
だ
。

　

③
で
は
、
Ｉ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
一
元
化
・
集
約
や
、

次
期
シ
ス
テ
ム
導
入
（
19
年
夏
ご
ろ
に
本
格
稼

働
）
に
よ
る
Ｉ
Ｔ
基
盤
の
強
化
、
④
で
は
、
テ
ク

ノ
ロ
ジ
ー
活
用
に
よ
る
粗
利
の
構
造
改
革
（
Ａ
Ｉ

ス
コ
ア
・
レ
ン
デ
ィ
ン
グ
の
中
小
企
業
へ
の
適
用

拡
大
等
）
や
現
場
負
担
の
軽
減
等
に
着
手
す
る
。

　

11
月
20
日
に
は
、
新
た
に
工
程
表
も
示
さ
れ
、

人
員
は
、
21
年
度
に
８
０
０
０
人
減
、
24
年
度
に

１
万
４
０
０
０
人
減
、
国
内
拠
点
も
21
年
度
に
50

拠
点
減
の
実
現
（
24
年
度
に
１
０
０
０
億
円
半
ば

の
経
費
削
減
達
成
）
を
目
指
す
。

業
務
効
率
化
を
急
ぐ
大
手
行

　

こ
れ
ら
に
先
立
つ
10
月
に
は
、
日
本
の
銀
行
界

に
戦
慄
を
走
ら
せ
た
三
つ
の
金
融
関
連
レ
ポ
ー
ト

が
公
表
さ
れ
た
。
い
ず
れ
も
邦
銀
の
収
益
力
の
低

さ
に
言
及
し
て
い
る
が
、
そ
の
ニ
ュ
ア
ン
ス
に
は

開
き
が
あ
る
。
12
日
公
表
の
Ｉ
Ｍ
Ｆ
「
世
界
金
融

安
定
報
告
書
」
で
は
、
メ
ガ
バ
ン
ク
３
行
は
持
続

可
能
な
収
益
を
確
保
で
き
ず
、
潜
在
的
な
金
融
シ

ス
テ
ム
の
弱
点
と
な
り
う
る
と
指
摘
さ
れ
た
。
一

方
、
23
日
公
表
の
日
本
銀
行
「
金
融
シ
ス
テ
ム
レ

ポ
ー
ト
」
や
、
25
日
公
表
の
金
融
庁
「
金
融
レ
ポ

ー
ト
」
で
は
、
む
し
ろ
地
域
銀
行
の
効
率
性
・
収

Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
が
10
月
に
公
表
し
た
「
世
界
金
融
安
定
報
告
書
」
で
、
シ
ス
テ
ム

上
重
要
な
銀
行
（
Ｇ

－

Ｓ
Ｉ
Ｂ
ｓ
）
の
な
か
で
も
日
本
の
メ
ガ
バ
ン
ク
３
行
は
、
Ｒ
Ｏ
Ｅ
の
見

通
し
が
将
来
的
に
も
８
％
に
達
せ
ず
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
改
革
が
遅
れ
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
た
。

今
年
の
９
月
期
決
算
で
は
、
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
に
よ
る
国
内
の
預
貸
金
利
ザ
ヤ
の
縮
小
や
、

貸
出
残
高
の
減
少
な
ど
か
ら
本
業
の
力
を
示
す
業
務
純
益
が
大
幅
に
低
下
。
こ
う
し
た
苦
境
を

打
開
す
る
た
め
、
メ
ガ
バ
ン
ク
が
大
規
模
な
構
造
改
革
に
乗
り
出
し
て
い
る
。

収
益
悪
化
に
あ
え
ぐ
３
メ
ガ
が

活
路
を
見
出
す
「
構
造
改
革
」
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危
機
対
応
融
資
が

コ
ア
・
コ
ン
ピ
タ
ン
ス
だ
が

　

危
機
対
応
融
資
に
お
け
る
大
規
模

な
不
正
の
全
貌
が
明
ら
か
に
な
っ
た

商
工
組
合
中
央
金
庫
（
以
下
、「
商

工
中
金
」）
は
10
月
25
日
、
経
済
産

業
省
等
か
ら
業
務
改
善
命
令
を
受
け

た
。
そ
の
内
容
の
う
ち
注
目
す
べ
き

は
、「
民
業
補
完
の
趣
旨
を
踏
ま
え

た
持
続
可
能
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の

策
定
・
実
行
」
に
関
す
る
点
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
。「
民
業
補
完
の
趣

旨
を
踏
ま
え
た
」
と
い
う
点
と
「
持

続
可
能
な
」
と
い
う
点
は
相
反
す
る

よ
う
に
も
考
え
ら
れ
る
た
め
、
こ
の

両
立
は
相
当
に
困
難
で
あ
る
し
、
議

論
も
必
要
で
あ
る
。
逆
に
、
こ
の
よ

う
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
が
策
定
で
き

る
の
で
あ
れ
ば
、
こ
れ
を
前
提
と
す

る
法
令
等
遵
守
態
勢
等
は
、
過
去
の

多
く
の
不
祥
事
案
件
を
参
考
と
し
た

牽
制
の
態
勢
が
整
え
ば
足
り
る
と
も

い
え
る
。

　

「
持
続
可
能
な
」
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
を
策
定
す
る
こ
と
は
、
す
な
わ
ち

事
業
再
生
計
画
を
描
く
こ
と
で
あ
る

と
い
え
る
。
通
常
、
個
別
企
業
に
か

か
る
事
業
再
生
で
は
、
強
み
や
コ
ア

・
コ
ン
ピ
タ
ン
ス
を
有
す
る
事
業
を

柱
と
し
て
、
周
辺
の
非
効
率
な
部
分

を
削
ぎ
落
と
す
。
商
工
中
金
の
コ
ア

・
コ
ン
ピ
タ
ン
ス
は
、
ま
さ
に
「
武

器
」（
商
工
中
金
の
安
達
健
祐
社

長
）
と
さ
れ
た
危
機
対
応
融
資
で
あ

ろ
う
。
し
た
が
っ
て
商
工
中
金
の
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
検
討
す
る
に
あ
た

っ
て
は
、
危
機
対
応
融
資
の
位
置
付

け
が
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
に
な
る
。

危
機
時
の
支
援
は

利
子
補
給
と
は
別
の
手
法
で

　

危
機
対
応
融
資
の
意
義
は
、
民
間

金
融
機
関
に
よ
る
資
金
供
給
が
不
十

分
に
な
る
危
機
時
に
お
い
て
、
中
小

企
業
に
円
滑
に
資
金
供
給
を
行
う
こ

と
で
あ
る
。
融
資
を
行
う
場
合
、
危

機
時
で
あ
っ
て
も
、
あ
く
ま
で
突
発

的
な
事
象
に
よ
り
一
時
的
に
調
子
が

悪
く
な
っ
て
い
る
だ
け
で
あ
り
、
そ

れ
を
乗
り
越
え
れ
ば
中
長
期
的
に
事

業
は
回
復
し
、
融
資
し
た
資
金
も
回

収
で
き
る
と
い
う
見
込
み
が
不
可
欠

で
あ
る
こ
と
は
、
平
時
と
な
ん
ら
変

わ
ら
な
い
が
、
危
機
時
に
お
い
て
民

間
金
融
機
関
が
十
分
に
資
金
供
給
を

行
う
こ
と
が
で
き
な
い
理
由
は
次
の

よ
う
に
考
え
ら
れ
る
。

　

一
つ
は
、
そ
も
そ
も
金
融
機
関
に

は
、
一
時
的
に
調
子
が
悪
い
だ
け
で

中
長
期
的
に
事
業
が
回
復
す
る
か
等

の
取
引
先
企
業
に
対
す
る
事
業
性
の

評
価
を
十
分
に
行
わ
ず
、
担
保
や
保

証
に
依
存
し
て
貸
出
の
判
断
を
行
う

傾
向
が
あ
る
点
で
あ
る
。
金
融
機
関

は
普
段
か
ら
、
販
売
先
の
需
要
サ
イ

ク
ル
等
に
よ
る
売
上
げ
の
回
収
・
費

用
の
支
払
い
の
時
期
的
変
動
に
応
じ

た
キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
の
波
に
対
応

し
た
融
資
を
行
っ
て
い
る
は
ず
で
あ

る
が
、
そ
の
波
が
高
い
場
合
に
は
、

担
保
や
保
証
も
不
足
す
る
こ
と
で
融

商
工
中
金
は
10
月
25
日
に
受
け
た
業
務
改
善
命
令
に
お
い
て
、「
民
業
補
完
の
趣
旨
を
踏
ま
え
た
」「
持

続
可
能
な
」
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
策
定
・
実
行
を
求
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
商
工
中
金
の
コ
ア
・

コ
ン
ピ
タ
ン
ス
た
る
危
機
対
応
融
資
に
お
い
て
採
用
さ
れ
て
い
る
利
子
補
給
は
、
融
資
の
枠
組
み
に
損

害
補
填
的
な
無
償
給
付
を
組
み
込
む
も
の
で
あ
り
、
不
適
切
で
あ
る
。
コ
ア
・
コ
ン
ピ
タ
ン
ス
に
業
務

と
し
て
の
妥
当
性
が
認
め
ら
れ
な
い
以
上
、
商
工
中
金
の
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
は
み
え
て
こ
な
い
。
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